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（５）企業が非正社員を活用する理由（厚労省「就業形態の多様化に関する総合実態調査」）

①契約社員

②派遣社員

③パートタイム労働者

（６）労働者が非正規社員を選択した理由

（厚労省「就業形態の多様化に関する総合実態調査」）

①契約社員

②派遣労働者（登録型）

③パートタイム労働者

（７）性別・就業形態別に見た 1週間の残業時間

（厚労省「就業形態の多様化に関する総合実態調査」）

（８）性別・就業形態別に見た 1ヶ月の実質賃金総額

（厚労省「就業形態の多様化に関する総合実態調査」）

（９）性別・就業形態別に見た実質擬似時間給

（厚労省「就業形態の多様化に関する総合実態調査」）

（10）社会保険・福祉厚生等の適用事業所割合

（厚労省「就業形態の多様化に関する総合実態調査」）
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非正社員の増加

　　役員除く雇用者の雇用形態別構成（非農林業）

79.8 79.2 78.5 76.9 76.5 75.2 74.2 72.9 71.3 69.8 68.6 67.8 66.8
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平成・年正規従業員 パート アルバイト 派遣 契約社員・嘱託 その他の非正規

資料：平成13年までは総務省統計局「労働力調査特別調査」（各年２月調査）。平成14年以降は同「労働力調査詳細集計」（各年１～３月）。

注１：「派遣」は平成12年から、「契約社員・嘱託」は同14年からそれぞれ調査されることとなった。なお、これにより、平成１３年までパート又はバイトと
したものが１4年以降契約・嘱託としたものも少なくないと考えられる。

注２：数値軸は50％から始まっていることに留意されたい。
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産業別に見た正社員比率（総務省「就業構造基本調査」）

産業大分類別正規従業者比率の推移
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75.9 77.6
75.5

81.5
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飲食店

金融・保険業

不動産業

サービス業

公務

その他の産業

％

平成４年 平成９年 平成１４年
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職業別に見た正社員比率（総務省「就業構造基本調査」）

職業大分類別正規従業者比率の推移

78.3
81.4 82.3

87.0

59.3

74.0
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97.0

52.3

91.587.8
86.0
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55.8
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農林漁業作業者

運輸・通信

生産工程・労務

％

平成４年 平成９年 平成１４年
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産業別に見た雇用形態別構成比（総務省「就業形態基本調査」）

①製造業

82.3 81.5
76.4

13.5 13.9

6.1
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2.51.9
2.12.3
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②運輸・通信業
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③卸売・小売業、飲食店

66.7
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④金融・保険業
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⑤不動産業
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　　正規 　　パート

　　アルバイト     その他の雇用形態

⑥サービス業
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職業別に見た雇用形態別構成比（総務省「就業構造基本調査」）

①専門的・技術的職業
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②事務的職業
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③販売の職業
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④サービス職業

52.3 48.2

27.3
27.9

15.6 19.5
22.0

8.1

40.2

29.6

4.44.7

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

平成４年 平成９年 平成14年

⑤運輸・通信の職業
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　　正規 　　パート
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⑥生産工程・労務の職業
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年齢別正社員比率（総務省「就業構造基本調査」）

年齢別正規従業員比率（男性）
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年齢別正規従業員比率（女性）
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平成４年 平成９年 平成14年



7

企業が非正社員を活用する理由（厚労省「就業形態の多様化
に関する総合実態調査」

①契約社員

55.7

19.3

19.2

13.9

13.0

9.1

40.0

31.9

32.6

7.1

17.0

17.9

39.5

33.6

38.1

10.4

33.1

14.3

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0

専門的業務に対応させるため

人件費節約のため

即戦力・能力のある人材を確保するため

正社員を確保できないため

高年齢者の再雇用対策のため

景気変動に応じて雇用量を調節するため

％



8

企業が非正社員を活用する理由（厚労省「就業形態の多様化
に関する総合実態調査」

②派遣労働者

36.4

34.7

22.5

18.9

16.4

12.2

22.8

38.6

29.8

25.1

8.1

21.9

13.6
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38.0

25.4

16.2

13.8

16.6

0.0 5.0 10.0 15.0 20.0 25.0 30.0 35.0 40.0 45.0

専門的業務に対応させるため

人件費節約のため

即戦力・能力のある人材を確保するため

景気変動に応じて雇用量を調節するため

正社員を確保できないため

臨時・季節的業務量の変化に対応するため

正社員を重要業務に特化させるため

％
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企業が非正社員を活用する理由（厚労省「就業形態の多様化
に関する総合実態調査」

③パートタイム労働者

51.6

33.7

20.6

20.0

19.4

15.7

58.0

34.1

25.4

8.8

22.5

18.0

61.2

33.5

22.4

11.8

19.6

14.8

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0

人件費節約のため

１日・週の中の仕事の繁閑に対応するため

景気変動に応じて雇用量を調節するため

正社員を確保できないため

長い営業（操業）時間に対応するため

臨時・季節的業務量の変化に対応するため

％

平成６年 平成11年 平成15年



10

労働者が非正社員を選択した理由（厚労省「就業形態の多様
化に関する総合実態調査」

①契約社員

26.0

21.0

16.9

16.3

15.4

12.9

36.3

6.7

28.7

12.0

7.7

13.0
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36.3
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13.7

4.6

8.5
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11.4

0.0 5.0 10.0 15.0 20.0 25.0 30.0 35.0 40.0

専門的な資格・技能が活かせるから

自分の都合のよい時間に働けるから

正社員として働ける会社がなかったから

家計の補助、学資等を得るため

体力的に正社員として働けないから

家庭の事情や他の活動と両立しやすいから

通勤時間が短いから

より収入の多い仕事に従事したかったから

％
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労働者が非正社員を選択した理由（厚労省「就業形態の多様
化に関する総合実態調査」

②派遣労働者（登録型）

36.9

23.5

23.4

18.1

18.1

9.4

13.1

16.5

15.8

31.2

25.4

12.7

32.7

25.8

19.4

16.3

14.8

38.0

19.9

15.1

25.2

25.0

14.9

0.0 5.0 10.0 15.0 20.0 25.0 30.0 35.0 40.0

自分の都合のよい時間に働けるから

家計の補助、学資等を得るため

正社員として働ける会社がなかったから

専門的な資格・技能が活かせるから

勤務時間や日数を短くしたいから

組織にしばられないから

家庭の事情や他の活動と両立しやすいから

より収入の多い仕事に従事したかったから

％
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労働者が非正社員を選択した理由（厚労省「就業形態の多様
化に関する総合実態調査」

③パートタイム労働者

47.1

46.7

20.9

17.0

14.3

11.9

43.1

40.4

36.6

11.4

12.5

35.3

34.8

8.3

35.1

38.2

26.0

5.1

9.8

23.3

30.0

19.5

0.0 5.0 10.0 15.0 20.0 25.0 30.0 35.0 40.0 45.0 50.0

自分の都合のよい時間に働けるから

家計の補助、学資等を得るため

勤務時間や日数を短くしたいから

体力的に正社員として働けないから

簡単な仕事で、責任も少ないから

家庭の事情や他の活動と両立しやすいから

通勤時間が短いから

正社員として働ける会社がなかったから

％

平成６年 平成11年 平成15年
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性別・就業形態別に見た1週間の残業時間（厚労省「就業形態の多
様化に関する総合実態調査」

H11年 H15年 H11年 H15年 H11年 H15年
H11年－H15
年（％ポイン

ト）

正社員 5.7 6.7 9.1 10.0 37.1 32.9 -4.1
契約社員 3.4 4.3 8.6 9.7 60.3 56.2 -4.1
出向社員 4.5 5.7 8.5 8.9 47.2 35.5 -11.7
派遣労働者（常用雇用型） 4.5 7.6 8.2 10.3 45.6 25.9 -19.7
派遣労働者（登録型） 4.4 6.3 8.5 8.6 47.6 27.7 -19.9
臨時的雇用者 1.9 3.8 5.8 7.5 67.8 49.2 -18.7
パートタイム労働者 0.5 3.0 4.2 7.2 87.4 58.4 -29.0
その他 2.8 4.3 6.9 8.0 59.2 46.7 -12.5
合計 5.2 6.2 8.9 9.8 41.5 36.2 -5.3
正社員 2.9 4.3 5.8 6.9 49.6 37.8 -11.8
契約社員 1.9 3.0 4.9 6.4 61.8 52.5 -9.2
出向社員 4.8 2.7 12.2 5.5 60.3 51.1 -9.1
派遣労働者（常用雇用型） 2.3 2.9 5.5 5.6 59.1 47.8 -11.3
派遣労働者（登録型） 1.7 3.1 3.9 5.5 56.6 42.8 -13.8
臨時的雇用者 0.4 1.6 4.4 7.1 90.7 77.4 -13.3
パートタイム労働者 0.6 2.3 3.9 6.7 84.5 65.5 -19.0
その他 1.5 2.6 5.0 6.9 69.6 56.7 -12.9
合計 2.0 3.4 5.4 6.8 63.7 49.9 -13.8

0時間の人の割合（％）

男
性

女
性

0時間を含む平均時間 1時間以上の平均時間
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性別・就業形態別に見た1ヶ月の実質賃金総額 単位：万円
（厚労省「就業形態の多様化に関する総合実態調査」

H11年 H15年
H11年とH15

年の差
H11年 H15年

H11年とH15
年の差

正社員 34.4 33.2 -1.2 33.1 31.8 -1.3
契約社員 27.7 24.6 -3.1 25.2 22.5 -2.8
出向社員 42.6 38.5 -4.1 45.4 41.5 -3.9
派遣労働者（常用雇用型） 27.7 25.3 -2.4 26.4 24.4 -2.0
派遣労働者（登録型） 25.0 21.8 -3.2 23.3 20.5 -2.8
臨時的雇用者 12.9 15.1 2.2 8.1 12.7 4.6
パートタイム労働者 9.4 12.8 3.4 8.4 12.7 4.3
その他 20.1 20.7 0.6 18.7 20.5 1.8
合計 32.4 30.9 -1.5 31.6 31.8 0.1
正社員 22.9 21.7 -1.2 20.9 20.5 -0.4
契約社員 18.1 16.9 -1.3 17.3 16.6 -0.7
出向社員 23.6 24.6 0.9 20.2 24.4 4.2
派遣労働者（常用雇用型） 18.3 15.7 -2.6 18.2 14.7 -3.5
派遣労働者（登録型） 19.3 17.9 -1.4 20.2 18.6 -1.6
臨時的雇用者 10.1 10.1 0.1 8.0 8.8 0.8
パートタイム労働者 9.0 10.1 1.2 8.3 8.8 0.5
その他 13.9 13.8 -0.2 13.3 12.7 -0.6
合計 17.1 16.6 -0.5 16.1 16.6 0.5

女
性

平均 中央値

男
性

注１：H11年は2万円未満を2万円、52万5千円以上を52万5千円に修正。

注２：H15年は各カテゴリーの中央値を実数に換算（下限は2万円、上限は52万5千円）。

注３：消費者物価指数（H12年基準・帰属家賃を除く）による物価上昇率調整後の金額である。



15

性別・就業形態別に見た実質疑似時間給 単位：円
（厚労省「就業形態の多様化に関する総合実態調査」

H11年 H15年
H11年とH15

年の差
H11年 H15年

H11年とH15
年の差

正社員 1,944 1,811 -133 1,795 1,728 -67
契約社員 1,888 1,545 -343 1,587 1,386 -200
出向社員 2,496 2,196 -300 2,459 2,163 -297
派遣労働者（常用雇用型） 1,709 1,369 -340 1,570 1,282 -287
派遣労働者（登録型） 1,461 1,228 -232 1,449 1,170 -279
臨時的雇用者 1,091 980 -111 950 872 -78
パートタイム労働者 1,071 1,054 -17 916 939 23
その他 1,280 1,219 -61 1,108 1,160 52
合計 1,878 1,732 -147 1,734 1,649 -86
正社員 1,418 1,258 -161 1,260 1,190 -70
契約社員 1,370 1,134 -236 1,148 1,031 -117
出向社員 1,440 1,515 75 1,281 1,489 209
派遣労働者（常用雇用型） 1,192 1,045 -147 1,121 1,009 -112
派遣労働者（登録型） 1,346 1,168 -179 1,330 1,160 -170
臨時的雇用者 922 888 -34 799 896 96
パートタイム労働者 956 881 -75 854 855 1
その他 1,029 940 -88 901 855 -46
合計 1,221 1,096 -125 1,046 1,031 -15

女
性

平均 中央値

男
性

注１：H11年、h15年とも｛9月の賃金総額÷（1週間の実労働時間×4）＝擬似時間給｝とした。
注２：消費者物価指数（H12年基準・帰属家賃を除く）による物価上昇率調整後の金額である。
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社会保険・福利厚生等の適用事業所割合
（厚労省「就業形態の多様化に関する総合実態調査」

各種制度の適用事業所割合（％）
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